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第２回検討委員会の論点

住宅局　住宅生産課　建築環境企画室

資料４

１．②表示方法、④燃料単価の設定、⑦名称

２．③売電分の取扱い

３．⑥住宅情報提供サイトの広告画面上の取扱い



■表示方法と名称（表示の項目名）について
・ 住宅情報サイトでの表示方法と「建築物のエネルギー消費性能の表示に関する指針」の告示における要素としての名称（表示

の項目名）は、小売事業者表示制度の「目安電気料金」に準ずることとし、「目安光熱費」にしてはどうか。

■その他、燃料単価の設定について 
・ 経済産業省 資源エネルギー庁の小売事業者表示判断基準WGにおいて、検討されていることから、当該検討と整合を図ること

としてはどうか。
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【参考】

■小売事業者表示判断基準WGとは
　経済産業省 資源エネルギー庁による総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 小
売事業者表示判断基準ワーキンググループである。

■住宅における光熱費を含めたエネルギー消費性能表示
　住宅の光熱費については設備機器（家電やガス機器等）における電力、ガス、灯油の使用量によることになるが、これらの設備
機器を対象として、小売事業者がエアコン等の機器の省エネ性能をわかりやすく示したラベル（統一省エネラベル）等を用い、消
費者等に対し、省エネ機器の選択を促すための制度が小売事業者表示制度である。

１．②表示方法、④燃料単価の設定、⑦名称



○ 消費者が製品を購入する際に、消費者に分かりやすい使用料金等の光熱費を小売事業者において表示することを通じ、省エ
ネ機器の選択を促すことが目的。

○ 省エネ法第161条では、省エネ機器の小売事業者等に対し、エネルギー消費性能の表示等に努めるよう規定。同法告示におい
て、機器ごとに表示事項（多段階評価、年間の目安電気料金等）及び遵守事項を規定。

目安電気料金は使用時間の他に
も使用条件（外気温度、設定温度、
住宅等）や電力会社等により異な
ります。使用期間中の環境負荷に
配慮し、省エネ性能の高い製品を
選びましょう。

■エアコンの例

目安電気料金

（参考）類似事例 製品の目安年間エネルギー使用料金等表示 （小売事業者表示制度 ）
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■燃料単価の設定について
・温水機器は種類により異なるエネルギー源（ガス・石油・電気）を利用している。
　トップランナー制度の基準見直しに伴い、エネルギー源の異なる各温水機器の横断的な表示の検討が進められている。
　-ガス温水機器、石油温水機器、電気温水機器はそれぞれエネルギー源が異なるが、一次エネルギー消費量の算出が可能であり、
それにエネルギー単価を乗じることで使用料金の算出が可能。

・上記使用料金算出に使用するエネルギー単価の設定の検討が進められている。 
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小売事業者表示制度の対象機器

第４回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 小売事業者表示判断基準ワーキンググループ資料　より作成

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/004.html

（参考）小売事業者表示判断基準WG検討状況①

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/004.html


第5回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 小売事業者表示判断基準ワーキンググループ資料　より

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html

（参考）小売事業者表示判断基準WG検討状況②
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https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html


第5回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 小売事業者表示判断基準ワーキンググループ資料　より

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html

（参考）小売事業者表示判断基準WG検討状況③
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https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html


第5回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 小売事業者表示判断基準ワーキンググループ資料　より

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html

（参考）小売事業者表示判断基準WG検討状況④
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https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html


第5回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 小売事業者表示判断基準ワーキンググループ資料　より

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html

（参考）小売事業者表示判断基準WG検討状況⑤
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https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html


第5回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 小売事業者表示判断基準ワーキンググループ資料　より

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html

（参考）小売事業者表示判断基準WG検討状況⑥
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https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kori_jigyosha/005.html


（参考）燃料別 全国平均単価と地方ブロック別単価の比較
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燃料単価の設定による差について

※家庭部門のCO２排出実態統計調査にもとづく燃料単価＜201８年度・地方別・確報値＞による試算

ポイント：全国平均を採用した際、地方ブロックとの差額が消費者にとって大きいかどうか

【A】 【B】 【B-A】
地方別世帯当たり年間支払金額（統計値） 燃料別・全国平均単価 差額
燃料別・地方ブロック別単価 による支払試算額

[世帯] [万円/年] [円/月] [万円/年] [円/月] [万円/年] [円/月]

集計数 年額 月額換算 年額 月額換算 年額 月額換算

北海道 861 22.54 18,783 20.80 17,336 ▲ 1.74 ▲ 1,448
東北 976 22.11 18,425 21.53 17,940 ▲ 0.58 ▲ 485
関東甲信 1,687 16.57 13,808 16.50 13,749 ▲ 0.07 ▲ 59
北陸 875 21.79 18,158 22.94 19,119 1.15 960
東海 1,011 17.44 14,533 17.44 14,534 0.00 1
近畿 1,193 15.80 13,167 16.17 13,471 0.37 304
中国 908 17.97 14,975 18.57 15,474 0.60 499
四国 779 17.67 14,725 17.89 14,910 0.22 185
九州 1,040 16.12 13,433 16.42 13,683 0.30 250
沖縄 666 14.97 12,475 13.18 10,987 ▲ 1.79 ▲ 1,488
全国 9,996 17.41 14,508 17.42 14,517 0.01 8



（参考）光熱費支払い額の年間変動について
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【A】 【B】 【B-A】
地方別世帯当たり年間支払金額 地方別世帯当たり年間支払金額 差額
＜２０１８年度（統計値）＞ ＜２０１７年度（統計値）＞

[万円/年] [円/月] [万円/年] [円/月] [万円/年] [円/月]

年額 月額換算 年額 月額換算 年額 月額換算

北海道 22.54 18,783 21.41 17,842 ▲ 1.13 ▲ 942
東北 22.11 18,425 21.63 18,025 ▲ 0.48 ▲ 400
関東甲信 16.57 13,808 15.94 13,283 ▲ 0.63 ▲ 525
北陸 21.79 18,158 21.77 18,142 ▲ 0.02 ▲ 17
東海 17.44 14,533 17.56 14,633 0.12 100
近畿 15.80 13,167 15.99 13,325 0.19 158
中国 17.97 14,975 17.60 14,667 ▲ 0.37 ▲ 308
四国 17.67 14,725 17.81 14,842 0.14 117
九州 16.12 13,433 16.21 13,508 0.09 75
沖縄 14.97 12,475 15.50 12,917 0.53 442
全国 17.41 14,508 17.14 14,283 ▲ 0.27 ▲ 225

変動幅：消費エネルギー最大の北海道で1.13万円/年 （月額942円相当）
           最小の沖縄で 0.53万円/年 （月額442円相当）
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対象 表示要素

表示告示　
(建築物のエネルギー消費性能の表示に関する指針)

【現行の表示告示】
（遵守事項）
　① 建築物の名称（戸建て住宅の場合は省略可） 
　② 評価年月日(※)
　③ 第三者認証又は自己評価の別(※)
　④ 第三者認証機関名称
　⑤ 設計一次エネルギー消費量（設計値）の基準一次エネルギー消費量（基準値）からの削減率(※) 
　⑥ 基準値、誘導基準値及び設計値の関係図 
　⑦ 一次エネルギー消費量基準の適合可否
　⑧ 外皮基準の適合可否 
　⑨ 建築物の一部(テナント、住戸等)で評価した場合はその旨
　⑩ 第三者認証の場合は第三者認証マーク
（推奨事項）
　 ・ 基準一次エネルギー消費量
　 ・ 設計一次エネルギー消費量　

　【推奨事項に追加】
　 ・ 多段階評価(★)
　 ・ 燃料別の設計二次エネルギー消費量
　 ・ 目安光熱費(年額) ＋注記
※ラベルを付することができる範囲が著しく制約されるときは、表示事項(②、③及び⑤を除く。)の一部を
　 省略することができる。

広告(ポータルサイト)

詳細ページ等
●上記の告示に基づくラベルを表示
●消費者説明用の注釈リンクを設置
　 ・ 注釈リンク(用語解説ページにリンク)

検索結果一覧ページ
●告示の表示要素から一部縮約を掲載
　 ・多段階評価(★)
　・ 目安光熱費(年額) ＋注記

用語解説ページ ●表示要素に関する解説を掲載

算出根拠説明サイト（設置場所未定） ●WEBプロによる試算根拠、光熱費の単価根拠　等を掲載

■方針
　基本的な考え方：経済産業省 資源エネルギー庁が定める小売事業者表示制度との整合を図ったものとする。（ラベルによる表記）
　表示方法 ： 現行のラベルに、省エネルギー性能についてはBELSの★マーク（第三者評価）に準じた表記を、光熱費については設計二次エネルギー消費量に基づいて
　　　　　　　 　年間の目安光熱費を算出した表記を追加する。消費者が表示を実際の光熱費であると誤認をしないよう小売事業者表示制度に合わせた注記を併記する。
■論点
    〇 表示告示とポータルサイトの表示要素に関し、以下の関係のようにしてはどうか
    〇 燃料別の設計二次エネルギー消費量の表示はあったほうがよいか

１．②表示方法について
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■表示イメージ

　　　　

表示の項目名 表示方法

住宅の
省エネルギー性能

★★★★★

目安光熱費 約８万円／年
目安光熱費は使用条件や契約会社により異なります。

（参考）表示方法のイメージ

 とりまとめ案の方向性

ラベル画像（詳細ページ等に掲載）

物件一覧情報（検索結果一覧ページ）

住宅の省エネルギー性能

★★★★★       

                     

目安光熱費：約 万円／年（※）
※目安光熱費は使用条件や契約会社により異なります。

     設計二次エネルギー消費量（参考値）    (電気)          ○○○kWh
                        （都市ガス）     ○○○㎥
                        （プロパンガス） ○○○㎥
                        （灯油）             ○○○ℓ

 
                      建築物の名称（建築物の一部の場合にあっては、その旨）
                                          評価年月日
                                           自己評価

誘導基準   省エネ基準
       （○％削減）    一次エネルギー量基準

外皮基準
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▼物件一覧ページ ▼物件詳細ページ

スーモ不動産の新築一戸建て/全5棟

5580万円

住宅の省エネルギー性能：★★★★★
目安光熱費   約８万円／年

１．②表示方法について（表示の体裁について)

■表示イメージ：分譲一戸建て(スマートフォン）

目安
光熱費

約8万円／年
目安光熱費は使用条件や契約会社により異なります。

★★★★★
住宅の
省エネルギー
性能

※表示されている目安光熱費・エネルギ消費量削減率
については国土交通省の表示告示に基づき表示してお
ります。詳しくはこちら。



15

▼物件一覧ページ ▼物件詳細ページ（物件概要）

１．②表示方法について（表示の体裁について)

■表示イメージ：分譲マンション(スマートフォン）

SUUMOレ
ジデンスの
画像入れる

9

○○レジデンス
SUUMOレジデンス

住宅の省エネルギー性能：★★★★★
目安光熱費   約８万円／年

目安光熱費は使用条件や契約会
社により異なります。約8万円/年

住宅の
省エネルギー性能
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▼物件一覧ページ ▼物件詳細ページ(基本情報/物件概要)

１．②表示方法について（表示の体裁について)

■表示イメージ：賃貸(スマートフォン）

一覧はナシ

スーモヒルズ(１LDK/最上階/55.4㎡)の賃貸
住宅情報

かもめ駅が最寄り駅の好立地です。

スーモヒルズ かもめ4丁目 かもめ駅が最寄
り駅の好立地物件です。 2020年完成の新陸
物件！総戸数100個のタワーレジンス最上階。

目安光熱費 約8万円／年
目安光熱費は使用条件や契約会社により異なります。

住宅の
省エネルギー
性能

★★★★★
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１．②表示方法について（表示の体裁について)

■ラベル表示イメージ：物件詳細画面中に画像として入稿

検索結果
一覧

物件詳細 ラベル画像

住宅の省エネルギー性能を示すラベルの表示です。※詳細
は、住宅用語大辞典」参照



１．②表示方法について（注釈イメージについて）

■目安光熱費の注釈については、基本として表示されているページに配置
■目安光熱費と★の基本的な説明を説明LPで実施
■算出ロジック説明をする共通サイトは別途用意し、注釈文言からリンクが張られ消費者が参照できるようにする

物件一覧 物件詳細 用語解説ページ

▼一覧 ▼詳細 ▼用語解説ページ(仮)

共通サイト

※表示されている目安光熱費・エネルギー消費
量削減率については国土交通省の表示告示に基
づき表示しております。詳しくはこちら。

※表示されている目安光熱費・エネルギー消費量
削減率ついては国土交通省の表示告示に基づき表
示しております。詳しくはこちら。

※算出根拠についてさらに詳しく

★数 住宅の省エネルギー性能
　★★★★★ 20%以上
　★★★★ 15%以上20%未満
　★★★ 10%以上15%未満
　★★ 0％以上10％未満
　★ ＋10％以上0％未満
　- 未評価
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住宅の省エネルギー性能



１．②表示方法について（説明サイトについて）

■算出ロジック説明をする共通サイト(イメージ案)

【掲載内容】
■制度概要
　国土交通省の表示告示に基づく制度であること

■算出方法
　-建築物計算条件（建物の広さ、想定人数等）
　 のリンク先を掲載

■燃料単価根拠
　-小売事業者表示制度の定めた燃料単価であること

■その他事項
　-表示方法
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第１回委員会での提示内容
■前提
 ・表示にあたっては、設計一次エネルギー消費量に基づく光熱費表示とは別に併記する

 ・売電分は、創エネ総量から、建築物省エネ法上の自家消費相当分を差し引いた分とする

 ・金額表示するためには、中長期的に固定単価として用いることができる単価の設定が必要
　（FIT法の買取価格は、変動が大きいこと等から、馴染まない）

２．③売電分の取扱い
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（委員会及び追加意見抜粋）
・売電については領収書等により馴染みのあるkwhやwhがいい。
・創エネを表示することは良いと思うが、創エネ分のうち自家消費分と売電の取扱いには慎重な議論が必要。
・太陽光発電と同様にエネファームの売電の取扱いや表示方法についても議論が必要ではないか。
　給湯機器による売電分の発電に要したガス消費は消費エネルギーに含めてはいけない。

■創エネ分の取扱い　

　計算方法：計算ルールを共通化（太陽光発電等による創エネ分については、WEBプロ計算において自家消費す

ることとして計算する）

　表示位置：専用の項目は設けない（個別にＰＲ）

個別のPRイメージ、備考欄等に掲載してはどうか
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■個別のPRイメージ：太陽光発電設備による売電訴求事例

２．③売電分の取扱い（個別のPRイメージについて)



第１回委員会での提示内容
■前提
 ・住宅情報提供サイトによって画面体裁が異なることなどから、具体的な表示位置などは、各広告媒体の最終判断となる
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（委員会及び追加意見抜粋）
・供給事業者による光熱費等の予測についての問い合わせ依頼に対応する旨を表示可能としてはどうか
・ZEH等省エネ性能の高い取組について表示できることが好ましい。
・省エネ機器用の料金メニューによる経済メリットの扱いを合わせて検討するべき。

３．⑥住宅情報提供サイトの広告画面上の取扱い（個別のPRイメージについて）

個別のPRイメージに掲載にしてはどうか



３．⑥住宅情報提供サイトの広告画面上の取扱い（個別のPRイメージについて）

個別のPRイメージ：ZEH、IoT住宅、太陽光発電、床暖、エネファーム、オール電化 等
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（参考）導入に向けた変更スケジュール

本検討の変更スケジュール（赤字部分）は以下の通り。

省エネ法

導入準備

最短スケジュール

委員会
（予定）

表示導入

令和2年度 令和3年度 令和4年度

7-9月 10-12月 1-3月4-6月 7-9月 10-12月 1-3月4-6月 7-9月4-6月

★建築士から建築主への説明義務化（2021.4）

★第1回検討委員会（2020.6.29）

★第2回検討委員会（2020.9.7）

★第3回検討委員会（2020.12～2021.2頃）

業界啓発活動

各種情報伝達システム開発（広告コンバートシステム、各社の社内システム 等）

売買ポータルサイトの改修

賃貸ポータルサイトの改修

★新築マンション導入

★新築戸建導入

★賃貸導入

10-12月

＊ 既存住宅の取扱いについては、令和2年度以降、継続課題として検討予定
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